
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整然とした住宅地域

宇地泊停300 m

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

宇地泊停　北西方300 m

県内経済はいまだコロナ禍にあるが、持ち直しの動きも見られ、市内
の不動産市況も回復に対する期待感が高まりつつある。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

区画整然とした住宅地域で、今後も現状を維持するものと予測。地価は良好な住環境を反映し、上昇傾向で推移
するものと予測するが、コロナ禍の影響等今後の動向に注視する必要がある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域は戸建住宅が多い区画整然とした住宅地域である。需要者は自己使用を目的として、収益性よりも快適性や利
便性を重視して取引の意思決定を行っているものと思料される。収益性に着目した収益価格はこれを反映し、比準価格
よりもかなり低位に求められたものと判断される。以上より、本件では市場性を反映した比準価格を採用し、収益価格
を参考程度に止め、指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宜野湾市内及び隣接市町村の住宅地域であるが、特に区画整然とした住宅地域との代替性が強い。需要
者は、市内の居住者が中心であるが、他の市町村からの転入者も見られる。コロナ禍により以前に比べて取引は停滞し
ているが、市内では、宇地泊地区、野嵩地区等の住環境が良好な区画整然とした住宅地域の需要が高い。土地は２５０
㎡程度で総額３０００万円程度、新築戸建住宅は総額３０００～４０００万円程度の取引が中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 喜久里　操

城岳不動産鑑定所

令和 4 6 29

令和 4 7 5

宜野湾市字宇地泊西原５１９番 288

1：1 ＲＣ 2

南西6 m

市道

水道、

下水

２中専
(60,200)
（その他）

250 50 80 200 低層住宅地

17 17 290 正方形

２中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          +1.0

139,000

50,600

／

／

令和 4 110,000

40,000,000 139,000

□ □

宜野湾(県) 8

124,000

100.8

101.0 91.5

101.0
137,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

+0.5

-9.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
135,000

+3.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅を中心に
、共同住宅も混在する住
宅地域

愛知停320 m

特記すべき事項はない 基準方位北、５．
５ｍ私道

愛知停　南東方320 m

人口約１０万人、沖縄本島中部の中核都市として発展してきたが基地
問題・所得等に対する不安から需用者の慎重な姿勢も見受けられる。

地域要因に格別の変動はない

接面方位（北西）０％

当該地域は国道３３０号東側背後の低層住宅地地域として熟成しており、地域要因に格別の変動はないため、当
分の間は現状を維持すると予測する。住宅需要の引合いには根強いものが認められ地価は上方調整過程にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

節税対策の家賃補助付や周辺画地を併合開発した２ＤＫを中心とするファミリー向けの共同住宅等も混在するが、近隣
地域は自己使用不動産市場にあり土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、建築費高騰期の下、収益価格は
低位に試算された。居住の快適性・利便性を重視する住宅地域であるので市場の実態を反映する実証的かつ客観的な比
準価格を採用し、収益価格を参考程度に止め、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は宜野湾市東部、小起伏の多い丘陵高台に位置する既成住宅地域。需要者の中心は自己の居住用不動産市場
に参入する隣地所有者、地域事情に精通する周辺住民及び不動産業者等が想定される。幹線道路背後の借地等の多い地
域で、基地圧迫による絶対的な宅地供給不足等を反映し、市内住宅地需要は底堅い。地域における需要の強弱は買希望
は多く、売物は概して少ない。更地取引は少なく、中古戸建で３，６００万円程度の物件が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 山内　博人

株式会社　バード不動産鑑定所

令和 4 7 4

令和 4 7 6

宜野湾市愛知２丁目２９０番２４
「愛知２－７－１８」

182

1：1.5 ＲＣ 2

北西5.5 m

私道

水道、

下水

１中専
(60,200)
（その他）

100 100 100 150 低層住宅地

12 17 200 ほぼ長方形

１中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

116,000

46,500

／

／

令和 4 92,000

21,100,000 116,000

□ □

宜野湾(県) 8

124,000

100.8

101.0 107.1

100.0
116,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
111,000

+4.5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、アパート等が
混在する既成住宅地域

佐真下停250 m

県道３４号線北東背後の既成
住宅地域

基準方位北　　　
４ｍ市道

佐真下停　北東方250 m

市内人口は令和３年より１０万人を突破。コロナ禍明けへの期待感も
ある中、不動産関連経済指標は好転も兆しも見える。

佐真下地区の土地区画整理事業地区内の熟成度が高まりつつあり、当
該地域の利便性も高まりつつある

個別的要因に変動はない。

土地区画整理地区内の比較的優良な住宅地の価格高騰が継続しており、やや値頃感のある既成住宅地の取引価格
が上昇傾向にあるため、全体として緩やかな上昇傾向と判断。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

一般住宅、共同住宅等が混在する既成住宅地域である。地域の画地規模、容積率等を考慮すると居住の快適性を志向し
て取引が行われる地域であり、居住系用途を中心とした賃料水準が低廉であり、建築高騰の影響もあって収益価格はか
なり低位に求められた。居住環境の優劣と直近のコロナ禍の影響も考慮すべきと判断される。よって、本件では比準価
格を標準に、収益価格を参考とし、指定基準地との比較検討を踏まえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、市内全域に亘る既成住宅地域及びその他住宅地域である。需要者の中心は市内居住者であり、圏外から
の転入者等も見られる。市内の土地区画整理事業地区内の比較的優良住宅地の価格高騰が継続しており、コロナ禍と言
えどもやや値頃感のある住宅地の取引価格が上昇傾向にある。土地で２，８００万円前後、中古建物込みで４，０００
万円前後が取引の中心となる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 4 6 10

令和 4 7 4

宜野湾市我如古１丁目３５７番２
「我如古１－２５－２１」

276

1：1.5 ＲＣ 2

北東4 m

市道

水道、

下水

１中専
(60,200)

（その他）

(60,160)

520 160 280 100 低層住宅地

12 20 250 ほぼ長方形

１中専
(60,160)

低層住宅地 方位                          0.0

110,000

25,100

／

／

令和 4 88,000

30,400,000 110,000

□ □

宜野湾(県) 8

124,000

100.8

101.0 112.4

100.0
110,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+2.0

+2.0

+8.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
108,000

+1.9



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅、アパー
ト等が混在する住宅地域

志真志団地前停110 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　４．
５ｍ　私道

志真志団地前停　北西
方
110 m

新型コロナの影響が和らぐ中で、経済回復に対する期待感は高まって
いる一方、不安定な国際情勢による物価高騰や円安が進行している。

新型コロナの影響が和らぐ中、市外からの宅地需要流入は底堅く推移
し、戸建分譲や条件付土地の供給により地域の更新が進んでいる。

個別的要因に変動はない。

新型コロナの影響が和らぐ中、那覇市、浦添市等の地価高止まりを受け、宅地需要の流入が底堅く、不動産業者
等による戸建分譲や条件付土地の供給により地域の更新が進み、地価は上昇傾向で推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は代替競争関係が認められる住宅地の取引事例を採用して試算したもので、取引市場の実態を反映した実証的
な価格が求められた。一方、収益価格は自己使用目的が中心であること、さらに建築費の高騰及びそれに対応する賃料
水準の上昇が伴っていないことから低位に試算されたと思料する。以上より、市場性を反映した比準価格の妥当性を認
め、これを標準とし、収益価格を参考として、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は宜野湾市内の既成住宅地域の存する圏域であるが、那覇市、浦添市も代替競争関係が成立している。典型
的需要者は自己使用目的の一次取得者が中心である。那覇市、浦添市等の地価高止まりを受け、値ごろ感から宅地需要
の流入が見られ、需要は底堅く、不動産業者等による戸建分譲や条件付土地の供給により地域の更新が進んでいる。取
引の中心価格帯は、土地については１６０㎡前後で１６００万円～２０００万円程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  半場　吉朗          

株式会社大島不動産鑑定　宮古島支社

令和 4 6 30

令和 4 7 5

宜野湾市志真志４丁目５８９番５
「志真志４－３１－６」

161

1：1.5 ＲＣ 2

南西4.5 m

私道

水道、

下水

１中専
(60,200)
（その他）

50 100 30 50 低層住宅地

10 15.5 160 長方形

１中専
(60,180)

低層住宅地 方位                          +1.0

118,000

58,300

／

／

令和 4 83,000

19,000,000 118,000

□ □

宜野湾(県) 8

124,000

100.8

101.0 105.6

101.0
118,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+1.5

0.0

+4.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
113,000

+4.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅等が建ち並ぶ区
画整然とした住宅地域

宜野湾市営球場前停
140 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　６ｍ
　市道

宜野湾市営球場前停　
南東方
140 m

新型コロナの影響が和らぐ中で、経済回復に対する期待感は高まって
いる一方、不安定な国際情勢による物価高騰や円安が進行している。

新型コロナの影響が和らぐ中、市外からの宅地需要流入は底堅く、良
好な居住環境形成と宇地泊地区の地域開発の進展が進んでいる。

個別的要因に変動はない。

新型コロナの影響が和らぐ中、那覇市、浦添市等の地価高止まりを受け、宅地需要の流入が底堅く、区画整然と
した良好な居住環境と、宇地泊地区の地域開発進展もあり、地価は上昇傾向で推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は代替競争関係が認められる住宅地の取引事例を採用して試算したもので、取引市場の実態を反映した実証的
な価格が求められた。一方、収益価格は自己使用目的が中心であること、さらに建築費の高騰及びそれに対応する賃料
水準の上昇が伴っていないことから低位に試算されたと思料する。以上より、市場性を反映した比準価格の妥当性を認
め、これを標準とし、収益価格を参考として、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は宜野湾市内の既成住宅地域の存する圏域であるが、那覇市、浦添市も代替競争関係が成立している。典型
的需要者は自己使用目的の一次取得者が中心である。那覇市、浦添市等の地価高止まりを受け、値ごろ感から宅地需要
の流入が見られ、区画整然とした良好な居住環境と、宇地泊地区の地域開発進展もあり、需要は堅調である。取引の中
心価格帯は、土地については２００㎡前後で２９００万円～３１００万円程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  半場　吉朗          

株式会社大島不動産鑑定　宮古島支社

令和 4 6 30

令和 4 7 5

宜野湾市大山６丁目２５番１２
「大山６－２５－２０」

198

1：2 ＲＣ 3

北東6 m

市道

水道、

下水

２中専
(60,200)
（その他）

150 20 150 80 低層住宅地

10 20 200 長方形

２中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

157,000

42,500

／

／

令和 4 115,000

31,100,000 157,000

□ □

宜野湾(県) 8

124,000

100.8

101.0 78.6

100.0
157,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

-3.0

-19.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
151,000

+4.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、建売住宅のほ
かアパート等が混在する
住宅地域

広栄停300 m

特にない 基準方位北、５．
５ｍ市道

広栄停北西方300 m

不動産取引に対する積極さはコロナ禍以前に戻りつつあるが、建築費
上昇が重荷となっている。

土地の利用度の進んだ既成住宅地で、特別の変動はない。

効用が南西方位で優る点に変動はない。

既成住宅地であり、今後も同様の住環境を維持するものと予測する。地価水準は、周辺に比べて割安感が出てお
り、供給も少ないことから、特別な社会的経済的制約が生じない限りは強含みで推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

試算価格は比準価格のみであるが、賃貸用不動産市場が熟成していないので、収益性は取得動機にならず、収益価格は
試算していない。取引は自用目的取引が中心であるので、比準価格は典型的需要者にとって合理的な試算価格である。
したがって、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を妥当と判断して鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は那覇市に求心力が高い中南部都市圏に及ぶ。需要者の中心は市内ほか近隣市町村を職場とする勤労者世帯
である。区画整理済の土地などが選好される傾向が強いが、高額となってきたため、那覇方面にアクセスの良い地域も
選好されており、値頃感が出ている旧来からの住宅地も目が向けられてきている。需要の中心価格帯は土地で２０００
万円台に上昇してきている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 6 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  及川　季行          

アプレイズおきなわ

令和 4 7 1

令和 4 7 4

宜野湾市嘉数２丁目２８４番１
「嘉数２－１－１１」

234

1：2 ＲＣ 2

南西5.5 m

市道

水道、

下水

１低専
(50,100)
（その他）

150 370 240 40 低層住宅地

11 20 220 ほぼ長方形

１低専
(50,100)

低層住宅地 方位                          +1.0

113,000

／

／

／

令和 4 87,000

26,400,000 113,000

□ □

宜野湾(県) 8

124,000

100.8

101.0 110.7

101.0
113,000

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

+0.5

0.0

+8.0

+2.0

0.0

□ □

□ □

■
107,000

+5.6



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整理済の住宅地域

宜野湾市役所前停
330 m

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

宜野湾市役所前停　北
東方
330 m

県内経済はいまだコロナ禍にあるが、持ち直しの動きも見られ、市内
の不動産市況も回復に対する期待感が高まりつつある。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

区画整然とした住宅地域で、今後も現状を維持するものと予測。地価は良好な住環境を反映し、上昇傾向で推移
するものと予測するが、コロナ禍の影響等今後の動向に注視する必要がある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域は戸建住宅が多い区画整然とした住宅地域である。需要者は自己使用を目的として、収益性よりも快適性や利
便性を重視して取引の意思決定を行っているものと思料される。収益性に着目した収益価格はこれを反映し、比準価格
よりもかなり低位に求められたものと判断される。以上より、本件では市場性を反映した比準価格を採用し、収益価格
を参考程度に止め、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宜野湾市内及び隣接市町村の住宅地域であるが、特に区画整然とした住宅地域との代替性が強い。需要
者は、市内の居住者が中心であるが、他の市町村からの転入者も見られる。コロナ禍により以前に比べて取引は停滞し
ているが、市内では、宇地泊地区、野嵩地区等の住環境が良好な区画整然とした住宅地域の需要が高い。土地は２００
㎡程度で総額２５００万円程度、新築戸建住宅は総額３０００～４０００万円程度の取引が中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) － 8

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　 － 8 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 喜久里　操

城岳不動産鑑定所

令和 4 6 29

令和 4 7 5

宜野湾市野嵩１丁目７８６番
「野嵩１－１４－２」

259

1：1.5 ＲＣ 2

南西6 m

市道

水道、

下水

２中専
(60,200)
（その他）

120 130 210 140 低層住宅地

12 20 200 長方形

２中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          +1.0

125,000

43,800

／

／

令和 4 99,000

32,400,000 125,000

□ □

□ □

□ □

■

■

124,000

宜野湾 1

124,000

+0.8 +0.8



周辺では宅地開発が進んでいる。地価は市街化の進展が認められることや市内住宅地の需要が堅調であることか
ら、上昇傾向で推移するものと予測するが、コロナ禍の影響等今後の動向に注視する必要がある。

別記様式第７ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番

③形状

①範囲　　　　

④土地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
　況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

(5)鑑定評価の手法

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

道

路

②地積（㎡）

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

控除法　　

比準価格　

控除後価格

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

　接近の状況

　来予測

　況

(8)

公
示
価
格
を
規
準

①標準地番号

－

公示価格

円／㎡

標

行政

その他

地⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地の規準
　修正 　補正 　因の比

　較　　
　要因の
　比較

　価格
（円／㎡）

100

100 100

100

［

］

［

［ ［

］

］

］

円／㎡

②変動率

％

画地 交通

環境

行政

その他

と

し

た

価

格

(9)

対
象
基
準
地
の
前
年
　

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

①対象基準地の検討

　前年基準地　　新規

前年標準価格

年間

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

③

宅造

　 因

比準価格は市場の実態を反映した実証的な価格である。控除法による価格はデベロッパーの投資採算性に着目した価格
で、開発分譲が可能な地域においては説得力の高い価格であるが、控除法の適用過程において、想定要素が多く介在し
、比準価格と比較してやや信頼性に欠ける面がある。以上より、本件では比準価格を重視し、控除法による価格を参酌
して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

畑 既成住宅地域に近隣する
熟成度が中位の地域

我如古停500 m

特にない 接面道路なし 我如古停　南西方500 m

県内経済はいまだコロナ禍にあるが、持ち直しの動きも見られ、市内
の不動産市況も回復に対する期待感が高まりつつある。

周辺では宅地開発が進んでおり、市街化の進展が認められる。

個別的要因に変動はない。

当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(6)市場の特性 同一需給圏は、宜野湾市内及び隣接市町村の宅地見込地地域と判断した。需要者は、県内の小規模の宅地開発を行う宅
地分譲業者が中心である。周辺の土地区画整理事業の進捗に伴い、開発リスクを伴う宅地素地の需要はやや弱く、又、
造成コストや立地によって需要の強弱に地域差が認められる。規模や造成条件等により、個々の物件の個別性が強いた
め、取引の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

準
化
補
正

域
要
因

年 月 日

年 月 日(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月](１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

年 月 日

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

宅地見込地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －3 1

１㎡当たりの価格鑑定評価額 円 円／㎡

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

   の適用

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　3 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 喜久里　操

城岳不動産鑑定所

令和 4 6 29

令和 4 7 5

宜野湾市我如古４丁目５４４番 1,080

不整形

1：2   － 

１低専
(50,100)

（その他）

60 240 80 130 畑

25 40 1,000 不整形

１低専
(50,100)

転換後・造成後は戸建住宅地 ない

令和 4

比準

39,400,000 36,500

□ □■

35,500

+2.8

35,800

43,000



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗、事務所兼住
宅

国道沿いに小規模小売店
舗等が連たんする商業地
域

普天間停近接

特になし １８ｍ国道 普天間停南方近接

不動産取引に対する積極さはコロナ禍以前に戻りつつあるが、建築費
上昇が重荷となっている。

土地の利用度の進んだ旧来からの既成商業地であるが、まちづくり事
業が着手されている。

角地で効用がやや優る点に特別の変動はない。

普天満飛行場周辺まちづくり事業や背後地となる西普天間住宅地区跡地利用計画進捗の期待もあって、特別な社
会的経済的制約が生じない限りは地価水準は強含みで推移していくものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

賃貸用不動産を前提とする収益性は、建設費が高水準にあり低位である。このため、取引される土地は、自用や節税目
的が多く、取引価格水準が取引市場を支配し、比準価格を妥当と認めざるを得ない。採用した事例資料の信頼性は認め
られるので、同一需給圏内の他の基準地との秤量的検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した
。

同一需給圏内は中南部都市圏に広域的に及ぶ。モータリゼーションに対応可能なサービス業を中心とする一定規模の土
地の需要は堅調であるが、供給は少なく、マンション用地需要も競合する。小規模である場合はやや地縁選好性が強く
なる。このように利用形態は純化されておらず多様であり、需要者は多業種が競合し、事業内容により必要とされる画
地規模も投資額も異なるため、中心価格帯は明確に存在していない。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　5 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 及川　季行

アプレイズおきなわ

令和 4 7 1

令和 4 7 4

宜野湾市普天間２丁目１５３番３
「普天間２－４６－９」

165

1：1.5
ＲＣ 3

東18 m

国道、

北側道

水道、

下水

商業
(80,400)
（その他）

(90,400)

40 20 90 90 低層店舗兼住宅

10 16 160 ほぼ長方形

商業
(90,400)

低層店舗兼住宅 角地                          +3.0

118,000

66,800

／

／

令和 4 89,000

19,500,000 118,000

□ □

□ □

□ □

■
112,000

+5.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 県道沿いに店舗、事務所
のほか共同住宅も見られ
る商業地域

普天間市場入口停
210 m

普天間小学校改築工事実施中
。普天間飛行場周辺まちづく
り事業進展の兆候。

１６ｍ県道 普天間市場入口停　北
東方
210 m

新型コロナの影響が和らぐ中で、経済回復に対する期待感は高まって
いる一方、不安定な国際情勢による物価高騰や円安が進行している。

周辺商業施設との相互補完関係により繁華性を維持しつつ、まちづく
り事業進展の兆しと、小学校改修等により住宅需要も増している。

個別的要因に変動はない。

新型コロナの影響が和らぐ中、サンフティーマを中心に、周辺との相互補完関係により繁華性を維持しており、
まちづくり事業進展の兆候と、高度利用による住宅需要を取込み、地価は上昇傾向で推移すると予測。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は代替競争関係が認められる商業地の取引事例を採用して試算したもので、取引市場の実態を反映した実証的
な価格が求められた。一方、収益価格は建築費の高騰及びそれに対応する賃料水準の上昇が伴っていないことから低位
に試算されたと思料する。以上より、市場性を反映した比準価格の妥当性を認め、これを標準とし、収益価格を参考と
して、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は市内幹線道路沿いの商業地域及び住商混在地域の存する圏域である。典型的な需要者は自己の事業を企図
する個人及び法人が中心である。周辺商業施設との相互補完関係により繁華性を維持しており、まちづくり事業進展の
兆候と、高度利用による住宅需要を取込みながら需要の底上げが見られる。取引中心価格帯の把握は困難であるが、土
地は８０～１００㎡程度で９００万～１２００万円程度が需要の中心であると思料する。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　5 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  半場　吉朗          

株式会社大島不動産鑑定　宮古島支社

令和 4 6 30

令和 4 7 5

宜野湾市普天間１丁目５７９番７外
「普天間１－１１－１５」

83

1：1.2 ＲＣ 6

南西16 m

県道、

背面道

水道、

下水

商業
(80,400)
（その他）

(90,400)

150 100 20 40 中層店舗兼共同住宅地

8 10 80 長方形

商業
(90,400)

中層店舗兼共同住宅地 二方路                        0.0

125,000

70,600

／

／

令和 4 90,000

10,400,000 125,000

□ □

宜野湾(県) 5 1

112,000

105.4

103.0 92.0

100.0
125,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-8.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
118,000

+5.9



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 国道沿いに店舗兼共同住
宅、銀行、店舗等が建ち
並ぶ路線商業地域

長田停190 m

特にない １８ｍ　国道 長田停　北東方190 m

県内経済はいまだコロナ禍にあるが、持ち直しの動きも見られ、市内
の不動産市況も回復に対する期待感が高まりつつある。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

国道沿いの商業地域で、今後も現状を維持するものと予測。地価は取引は停滞しているが、需要が堅調であるこ
とから、上昇傾向で推移するものと予測する。但し、コロナ禍の影響等今後の動向に注視する必要がある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は規範性の高い事例を中心に試算しており、市場の実勢を反映した実証的な価格が求められたものと思料され
る。収益価格は直接法により試算したが、想定要素が多く、流動的側面があり、比準価格と比較すると説得力は劣るも
のと判断される。以上より、本件では比準価格を重視し、収益価格を参酌して、指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評
価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宜野湾市内及び沖縄本島中南部の幹線道路沿いの商業地域と判断した。需要者は、市内外の法人又は個
人事業者が中心である。市内では、西部の国道５８号沿いや宇地泊地区、真志喜地区の商業地域の需要が高い。東部の
国道３３０号沿いの商業地域はコロナ禍により以前に比べて取引は停滞しつつも需要は堅調である。同一需給圏内の取
引では、立地条件や画地規模により価格帯がまちまちであるため、取引の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　5 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 喜久里　操

城岳不動産鑑定所

令和 4 6 29

令和 4 7 5

宜野湾市宜野湾１丁目２１０番４
「宜野湾１－３－２」

209

台形

1：1 ＲＣ 3

南東18 m

国道、

南西側道

水道、

下水

準住居
(60,200)
（その他）

(70,200)

150 150 80 30 低層店舗兼共同住宅地

16.5 14.5 250 ほぼ長方形

準住居
(70,200)

低層店舗兼共同住宅地 角地                          +3.0

132,000

57,600

／

／

令和 4 96,000

26,300,000 126,000

□ □

宜野湾(県) 5 1

112,000

105.4

103.0 95.9

103.0
123,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

+1.5

-10.0

+5.0

0.0

□ □

□ □

■
123,000

+2.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

事務所、店舗兼住
宅

飲食、サービス、物販関
連店舗が建ち並ぶ沿道商
業地域

宇地泊停近接

国道５８号宇地泊交差点付近
の路線商業地域

３０ｍ国道 宇地泊停　西方近接近
接

市内人口は令和３年より１０万人を突破。コロナ禍明けへの期待感も
ある中、不動産関連経済指標は好転も兆しも見える。

那覇市より北上する国道５８号沿線の取引価格がここ数年上昇傾向に
あり、当該地域においてもその傾向の影響下にある。

二方路地で効用がやや優る部分を除いて、個別的要因に変動はない。

国道５８号沿線の路線商業地域である。同一路線上に存し、類似地域である大謝名、真志喜、浦添市城間、港川
の価格上昇及び背後住宅地の価格上昇を受け、緩やかな上昇傾向と判断。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は類似地域等の取引事例を採用した。収益価格は、建築費の高騰及び投資の不採算性を反映し、やや低位に試
算された。同一路線上に存する郊外型大型店舗等が存する商業地域との競合の程度、取引価格水準の推移動向、背後住
宅地の取引価格の動向及びコロナ禍における市内不動産市場への影響の程度等も考慮した結果、市場性を反映した比準
価格を標準に、収益価格を参考とし、指定基準地との検討を踏まえて鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、市内の幹線及び副幹線道路沿線に存する商業地域であり、一部隣接市町村内の類似地域を含むものと判
断される。需要者は、県内外の法人、個人等である。浦添市、北谷町を含めた同一路線上の地価は、ここ数年地価高騰
が継続している状況にあり、背後住宅地の価格上昇圧力も見られる地域である。中心となる価格帯は、土地のみで総額
５，０００万円前後と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　5 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 4 6 10

令和 4 7 4

宜野湾市字宇地泊宇地泊原７９番１ 205

1：2.5
ＲＣ 3

南東30 m

国道、

背面道

水道、

下水

近商
(80,300)
（その他）

(90,300)

230 40 20 60 低層店舗兼共同住宅

10 24 240 ほぼ正方形

近商
(90,300)

低層店舗兼共同住宅地 二方路                        +2.0
間口・奥行の関係              -2.0

190,000

121,000

／

／

令和 4 145,000

39,000,000 190,000

□ □

浦添(県) 5 3

290,000

102.4

103.0 151.4

100.0
190,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

+3.0

+47.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
182,000

+4.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

事務所兼住宅 店舗、事務所のほか共同
住宅等も混在する区画整
理済の商業地域

真志喜停350 m

特にない ２０ｍ　市道 真志喜停　北西方350 m

県内経済はいまだコロナ禍にあるが、持ち直しの動きも見られ、市内
の不動産市況も回復に対する期待感が高まりつつある。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

区画整理地域内の商業地域で、今後も現状を維持するものと予測。地価は周辺背後地が優れ、需要が堅調である
ことから、上昇傾向で推移するものと予測するが、コロナ禍の影響等今後の動向に注視する必要がある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は規範性の高い事例を中心に試算しており、市場の実勢を反映した実証的な価格が求められたものと思料され
る。収益価格は直接法により試算したが、想定要素が多く、流動的側面があり、比準価格と比較すると説得力は劣るも
のと判断される。以上より、本件では比準価格を重視し、収益価格を参酌して、指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評
価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、宜野湾市内及び沖縄本島中南部の幹線道路沿いの商業地域と判断した。需要者は、市内外の法人又は個
人事業者が中心である。コロナ禍により以前に比べて取引は停滞しているが、市西部の宇地泊地区や真志喜地区の商業
地域は区画整理事業の進捗により、周辺背後地が熟成してきており、需要は高い。同一需給圏内の取引では、立地条件
や画地規模により価格帯がまちまちであるため、取引の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －5 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　5 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 喜久里　操

城岳不動産鑑定所

令和 4 6 29

令和 4 7 5

宜野湾市真志喜２丁目８番５
「真志喜２－８－８」

240

1：2 ＲＣ 3

南西20 m

市道

水道、

下水

近商
(80,200)
（その他）

(90,200)

50 20 400 10 低層店舗・事務所兼共同住宅地

12 20 240 長方形

近商
(90,200)

低層店舗・事務所兼共同住宅地 ない

178,000

105,000

／

／

令和 4 140,000

41,800,000 174,000

□ □

北谷(県) 5 1

190,000

103.2

103.0 109.2

100.0
174,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

+2.0

+5.0

+2.0

0.0

□ □

□ □

■
170,000

+2.4



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

工場兼事務所 工場、倉庫、店舗等が混
在する工業地域

老人ホーム愛誠園前停
560 m

特記すべき事項はない ８ｍ　市道 老人ホーム愛誠園前停
　北西方
560 m

旧来から沖縄本島中部圏の物流中継基地としての需要は根強く近年、
個別・具体的に商業移行地も見受けられ需要は多極化傾向にある。

地域要因に格別の変動はない

ない

当該地域は、東シナ海海岸に近接する国道５８号バイパス背後の工業地域である。隣接浦添市やその周辺の工業
床需要等を相互補完する地域で近年大型店舗、マンション等の用途転換が進展し、地価は上方調整過程にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

昨今の景気動向を見据えた事業の継続可能性や、投資サイドの厳しい台所事情等を反映し、近隣地域及びその周辺にお
いて新築の工場兼事務所等の収益用不動産は見受けられない。昨今の建築費高騰の下、元本価格に見合う賃料水準では
賃貸経営は困難で収益還元法の適用は現実的でなく、適用しなかった。用途の多様性が認められる地域特性により市場
の実態を反映する実証的かつ客観的な比準価格を妥当と判断し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は東シナ海海岸沿い等の工業地域。需要者の中心は自己の業務用不動産市場及び投資用不動産市場に参入す
る上場・非上場法人のほか地元不動産業者等が想定される。沖縄本島陸上交通の大動脈である国道５８号バイパス沿い
の表地は自動車利用客を対象とした核施設が集積し、背後裏地は良好な交通アクセスを背景に物流倉庫・事務所・各種
工場等が混在し、用途の多様性が認められる。土地１，８００㎡程度で２億円程度の物件が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

宜野湾(県) －9 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

宜野湾(県)　9 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 山内　博人

株式会社　バード不動産鑑定所

令和 4 7 4

令和 4 7 6

宜野湾市大山７丁目１４００番１５
「大山７－４－１７」

1,752

1：2 Ｓ 2

南西8 m

市道

水道、

下水

準工
(60,200)
（その他）

400 30 230 0 工場兼事務所地

30 60 1,800 長方形

準工
(60,200)

工場兼事務所地 ない

113,000

／

／

／

令和 4 89,000

198,000,000 113,000

□ □

□ □

□ □

■
104,000

+8.7


